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岩波-n，昭和恐慌下の地方債の累積と財政矛盾， 中央大学「経済研究所年報」第4号， 1973 





























5) 関一，市営事某概論，同「都市政措由理論と実際 I1田6年(1966年復刊)所以. 267ベー ジ。
以下，同書の引用は復刊版により，また「理論と実際Jと略記する巴


























まえ，その一環としてなされている。 この論争に関し Cは，寺尾尭洋，前掲書， 151-182ベ ジ
参照.
9) 関ー ，本邦市営事業の改善， r理論と実際」所収.341ベ 凡
10) 蝋山政道市営事業の経営に於ける収益主義に就て， r都市問題」第7巻謂4号. 192酎F，30-
32へ ジ事照P
11) 寺尾晃沖「自治体の企業経営J198年， 9へ 三人


























13) 関ー ，前掲，市営事芽調論， 267-271ベ ゾ参照ふ
14) 織本侃，都市財政の推移と勤労大衆， r都市問題」第14巷第3号， 1932年， 502ベ-/0
15) 岡野'x.2.助，都市社公主義'J論， r都市問題」第Y巻第4号， 1928年.163へ一九



























18) 関ー ，前掲，市営事業概論.270-271ベ-:J~ 
19) 向上， 273へ九

























20) 寺尾晃洋， i前掲， r独立採算制批判J171-182ベ ジ参円W
























































25) 大阪市電気鉄道部「大医市営電気軌道沿革訣 I192~年， 6ベ ジ参照。
26) 例えば，同じ〈市電が市営事業として創設された名古屋市においては， 1922年創設から1926年

















|金額 I % 
用地費 32，994千円 38.1 
線路芦 14，口65 16.2 
橋梁費 5，945 6.8 
建物費 10，812 12}) 
動力設備費 5，163 5.9 
車両費 11，383 13.1 






















29) 大鹿市役所「第一次大阪都市計画事業誌J1942年， 465-469ベー ジ参照。








































その調整D ツケが市電労働者に集中的にまわされていた， と言えるだろう ω そ
れ故，収益主義的経営の矛盾の焦点に立たされた市電労働者は，開設当初から
賃上げや勤務時間短縮を求めて積概的に闘わぎるをえなかったのであり， 1908 






クに減少しはじめ， 20年代後半・昭和初期には 700万円台に落ち， また収益率
も1921年の16.8%から1930年には6.4%に低下した。これらは路線拡張期の最中
にすでに市電事業の限界があらわれたことを示し，その結果，ついには市電建






34) 同上， 137へー ジ参照w








1919 4，579丁目 11.1河 2，373γ円 591i円 千円
20 6，274 13.5 2，592 601 
21 9，170 16.8 3，373 598 
22 9，035 13.9 3，492 548 53 
23 9，159 12.6 4，804 509 87 
24 8，376 10.9 4，891 507 276 
25 8，184 10.0 5，194 489 510 
26 8，149 9.6 5，976 564 732 
27 7，608 8.7 5，897 552 609 
28 7，679 7.6 5，960 G48 1，399 
29 7，070 6.8 5，866 527 1，005 





















2，029 4.0 5，925 
1，214 
14，150 ~8.2 18，756 
1，428 2.9 17，380 

































































































41) I明治大正大阪市史」第3巻， 1934年.1，084ペー ジ，N.び「大阪市財政要覧J(1935年版)395 
ペー ジ参照。
































収入合計 | 肌 694 I 31，5μ61，974 
注 1) 築港費は第l次築港事業(1894-'928年)，第2次築港事業 (1928-1935
年現在)，港湾吋帯事業(1901....191ti年〉の合計である。
2) 港湾経営費は1905"，1935年，公債費は1911"，1田5年A 累計である。



































































1924 3_ 993 2，1日8 284 181 
25 4，213 3，136 285 220 
26 4，771 2，97:よ 280 266 300 
27 5，7よ4 3，718 426 300 100 
28 5，213 3，476 376 300 1削
29 5，21'7 3，872 393 300 179 
30 5，032 3，455 553 300 371 
31 5，:100 3，856 607 300 295 
32 5，273 3，475 701 300 405 
注 1) 収益金には，事業収益の他，財産売却代，繰越金も含む。
2) 水道事業，下水道事業への組普には，公債元利と事業資金がある.
資料) 1大1医市財政要覧J(1933年版)272-273ヘ ジ，より作成。
96 (226) 第129巻第3号
関ーの都市財政論は戦前の官治主義的体制に対してはプノレジョア的進歩性を不
すものであったが，大衆負担という点から見るならば彼の主張自体にも大きな
限界があったということである。もちろん， フ守ルジョア改良主義の立場に立つ
関ーからすれば， こうした結論はある意味で当然ともいえるかもしれない。し
かし，従来の閣一面F価を見た場合，彼の都市財政に関する理論や思想が，現実
との対応なしにそれのみであまりにも無批判的に評価されてきたというきらい
があり，上述のような検討さえもなされ一てこなかった状況ではないだろうか。
ところで，すでに述べてきたように，関ーの主張の特徴は利益原則の強調に
よって都市の自主的財政基盤を確立しようとするものであコた。そしてヲこれ
までの年察によって，その利益原則の主張，適用が現実には大衆負担の増大へ
の客観的役割を担うものであったととが明らかにされたが，ひるがえって考え
るならば何故そのような状況にいたったのかという本質的な問題が残されてい
ようのその場合，そこには，戦前の官治主義的中央集権体制や独占段階に達し
た日本の金融資本の運動法則という「環境」の問題と，関一自身の理論や思想
の問題，換言すれば利益主義自身にはらまれた問題が大き〈作用していたと考
えられるが，ここではそれbの点を指摘しておくのにとどめて!今後の課題と
したい。
(1981年10月脱稿〉
